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朝霞市地域防災計画案 修正内容対照表 

 

 

該当頁 市民コメント版 修正案 

震災4 本部長が指名する総括部の本部員は、必要に応じて受援関係者を招集

し、受援に関する調整会議を行う。詳細は、第５節・第１「受援体制

の確立」による。 

危機管理監は、必要に応じて受援関係者を招集し、受援関係者は、受

援に関する調整会議を行う。詳細は、第５節・第１「受援体制の確

立」による。 

震災24 市民班は、市民からの問い合わせ、各種申請及び生活相談に対応する

ため、市役所に災害相談窓口を設置する。また、関係各班は、災害

相談窓口に相談員を配置する。 

市民班は、市民からの問い合わせ、各種申請及び生活相談に対応する

ため、市役所に災害相談窓口を設置する。また、市民環境部長は相

談内容に応じた職員の配置について、関係各班に要請し、関係

各班は、災害相談窓口に相談員を配置する。 

震災26-

27 

別紙のとおり 

 

別紙のとおり 

※風水編の該当ページにおいても震災編に準じて修正を行います。 

震災77 調査班は、被災者からの「罹災証明書」発行申請に対し、調査結果か

ら作成した「罹災台帳」により発行する。 

上記に掲げる住家の損壊及び火災以外に、住家の付帯物及

び家財並びに非住家等の被害については、被害の事実ではなく届出が

あったことを証明する「り災届出証明書」を必要に応じて発行する。 

調査班は、被災者からの住家に対する「罹災証明書」発行申請に対

し、調査結果から作成した「罹災台帳」により発行する。また、住家

の付帯物及び家財については、被害の事実ではなく届出があったこと

を証明する「り災（被災）届出証明書」を必要に応じて発行する。 

市民班は、上記以外の、非住家等の被害については、被害の事実で

はなく届出があったことを証明する「り災（被災）届出証明書」を必

要に応じて発行する。 

風水10 ゲリラ豪雨等の突発災害が発生した場合は、応急的に危機管理室長

が、浸水、がけ崩れ、被害状況等の把握、水没箇所の救出、通行規

制、排水作業、噴水箇所や崩壊箇所の応急措置等に必要な職員を速や

かに配備するとともに、災害対策本部の設置の判断を市長に上申す

る。 

災害対策本部の解散後も、災害応急対策の継続が必要な場合は、災

害対策本部の事務分掌に基づき 

必要な活動を継続する。 

ゲリラ豪雨等の突発災害が発生した場合は、浸水、がけ崩 

れ、被害状況等の把握、水没箇所の救出、通行規制、排水作

業、噴水箇所や崩壊箇所の応急措置等に必要な職員を速やかに

配備するとともに、災害対策本部の設置を判断する。 

また、ゲリラ豪雨等の突発災害は、大型台風より甚大な被害

となる可能性がある一方、復旧等が比較的速やかに進められる

ことから、迅速な対応が求められる。そのため、災害対策本部

の設置の有無にかかわらず、災害対策本部事務分掌に基づき、

各班が必要な活動をする。 

災害対策本部の解散後も、災害応急対策の継続が必要な場合 

は、災害対策本部の事務分掌に基づき必要な活動を継続する。 



朝霞市地域防災計画案 修正内容対照表 

 

該当頁 市民コメント版 修正案 

風水10 課税課は、危機管理室、道路整備課、下水道施設課と連携して浸水

範囲を推定するとともに、住家の被害調査（水害統計調査）を速やか

に実施する。なお、被害が広範囲に見込まれるときは、速やかに全庁

から招集した職員による調査チームを編成して戸別訪問を行い、住家

の被害の有無を確認する。 

課税課は、危機管理室と連携して、把握した被害状況等から浸水範

囲を推定し、調査すべき範囲を検討し、その検討に基づき住家の被害

調査を速やかに実施する。 

 また、現地において被害が確認され、調査範囲が拡大した場合は危

機管理室に確認の上、調査を実施する。 

なお、災害対策本部の設置がないまたは、設置する時間的余裕がない

場合かつ被害が広範囲に及ぶときは、各班から招集して編成した職員

により、住家の被災調査の要否、消毒の希望の有無、各種支援制度の

案内、その他の被害等を現地聴取する。 

 



第５節 応援派遣・受援 
〔方針・目標〕 

  震度6弱以上の地震発生、多数の倒壊家屋発生、多数の避難者発生を確認し次第、発災後30分

以内に直ちに県、自衛隊に連絡する。 

  大規模な地震の場合は、市だけでは対応できないため、協定に基づく応援を協定締結団体に要請

する。 

 

項  目 担  当 

第1 受援体制の確立 本部班、職員班、各班 

第2 自衛隊災害派遣要請 本部班、教育班 

第3 地方公共団体等への応援要請 本部班、各班 

 

第１ 受援体制の確立 

【資料編】３ 災害協定・覚書一覧 

 

１ 情報連絡員の派遣要請 

本部長は、情報連絡や災害対策の調整を図るため、必要があると認めるときは、防災関係機関

等の長に対して、情報連絡員となる職員を本部又は災害現地に派遣するよう要請する。 

 

２ 受援体制の確立 

(1) 各部各班の措置 

初動期の72時間は受援が期待できないため、各班内で人材の過不足を調整する。なお、班を

超える人材配置の調整は、職員班が行う。 

また、個別の対策の災害協定や応援制度の運用は、連絡窓口となる班（資料編「４ 災害協

定・覚書一覧」参照））が関係団体へ直接要請し、受援の迅速化を図る。 

(2) 総括部職員班の措置 

職員班は、各班の応援ニーズや受援状況を全体的に集約し、県や他市町村への総合的な応援

の要請を検討する。なお、県、他市町村への要請連絡は、本部班を通じて行う。 

職員班は、本部班の調整のもと応援隊等を受け入れるために、次の体制を確保する。 

■受入体制 

食料、飲料水 原則、自前で確保を要請する。 

朝霞市職員と同様の方法で食料、物資等の手配 

受入予定施設 総合体育館サブアリーナ、中央公民館、図書館、博物館、災害協定を締

結している宿泊施設 

現場への案内 応援を受ける担当班 

３ 調整会議の実施 

本部長は受援の可否を判断し、危機管理監は、必要に応じて受援関係者を招集する。 

 



■受援調整会議の構成等 

構 成 総括部の本部員、受援統括担当※１、各部の受援担当者※２ 

事 務 局 職員班、本部班（オブザーバー） 

審 議 事 項 

① 受援に関する方針の決定 

② 受援体制の総合調整 

③ その他受援に関する重要事項の決定 

備 考 

※１ 受援統括担当は、危機管理監が指名する総括部の職員で、受援に関する

庁内全体の情報集約、総合調整等を行う。 

※２ 受援担当者は、各部長が指名する部内の職員で、部内の受援に関する情

報収集・整理、職員班と部内各班との受援に関する連絡調整等を行う。 

 

■要請・受入れフロー 

 

 

 

埼玉県災害対策本部 

要請・調整 

広域応援協定団体 

（全国知事会等） 

総務省 

（応急対策職員派遣制度等） 

朝霞市災害対策本部 

総括部 

各部 

企業､業界団体等 

（分野別の災害協定） 

水道協会､下水道協会等 

（分野別の応援制度） 

他市町村災害対策本部 

（相互応援協定） 

要請 

分野別の 

個別応援 

要請 

複数の分野 

の総合応援 
受援調整会議 

▸ 各部の総合応援ニーズの集約 

▸ 総合応援の受入れ、資源配分等

の調整 

▸ 分野別の個別応援の状況集約、

食料、宿泊施設等の支援 

受援担当者 

▸ 総合応援のニーズ集約 

▸ 総合応援の資源配分等の要請 

（調整会議への参加） 

▸ 分野別の個別応援の状況集約 

本部班 

▸ 県等の災対本部へ要請連絡 

要請・調整 

要請依頼 

報告 

要請・調整 報告 

各班（庶務担当） 

▸ 総合応援のニーズ把握、要請 

▸ 分野別の個別応援の要請連絡、

受入れ、状況整理 

青は総合応援の枠組み 

赤は分野別の個別応援の枠組み 

応援派遣 

応援派遣 
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